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「地域主権改革」の推進および「地域主権戦略大綱」に対する要請について
　貴職の「地域主権」の積極的な推進の取り組みに敬意を表します。

さて、政府の地域主権戦略会議は6月をめどに、「地域主権戦略大綱」を取りまとめる予定です。同大綱は今後の「地域主権」を進める上での、基本的考え方となることから、たいへん重要な政策決定といえます。つきましては、同大綱に反映させるべき基本的な考え方について、自治労としての要請事項を次のとおり取りまとめました。

大綱を取りまとめる際には、自治労の意見を反映していただくことを要請いたします。
記

1.　基礎自治体の体制強化をはかること
①　国等の関与の見直し、計画等の義務付け廃止、都道府県からの権限移譲などを含めて、基礎自治体の強化をはかること。

②　基礎自治体の体制の確立には、財源移譲などの財政面と、自治体の人員の確保などの組織体制の両面が必要であるという認識を示すこと。
③　自治体行政への市民参加・参画が必要であるとの認識を示すこと。また、基礎自治体の自由度の拡大は、議会改革、市民自治の拡大、市民の自己決定権・当事者主権の確立と一体で進めること。
2.　大幅な財源・税源移譲を実現すること
①　基礎自治体に対する大幅な財源・税源移譲を実現すること。
②　原口プランで提起されている地方税財源の充実確保をはかること。合わせて、自治体間の格差を是正する協力原理に基づく、財政調整と財源保障のあり方について検討すること。
3.　ナショナルミニマム（国が設定する全国共通の基準）を確保すること
　　①　憲法第25条の理念を具体的に実現するために、国が設定する最低の水準（基準）としてのナショナルミニマムが必要であり、全国的なセーフティネットとして、福祉・医療など、生命や生活を維持し、人権保障などに関わるものについては、必要な水準（基準）を確保すること。
②　｢福祉施設等の最低基準｣などは国際的に見ると低い水準にあり、必要な事項については、現行の最低基準を見直し、基準の引き上げをはかること。
4.　自治体の裁量で活用できる一括交付金を創設すること
①　地域の特性に応じて、自治体の裁量で活用できる一括交付金を創設すること。一括交付金の制度設計では、総額の確保と、申請手続きの見直しの簡素化を実現すること。
②　社会保障分野の一括交付金化については、保護請求権や保険給付請求権など患者・利用者の権利保障の観点から、民主党のマニフェストにそって、検討から除外すること。

③　地方自治体の総合的な財政の確立に向けて、国庫補助・負担金、財源・税源移譲、地方交付税のあり方について総体的に検討すること。
5.　地方や当事者の合意による決定システムを確立すること
　①　義務付け・枠付けの見直し、権限移譲や一括交付金の具体化を図る際には、国と地方との協議の場での議論を踏まえ、国と地方が合意した内容を実施すること。

　②　国と地方との協議の場だけではなく、ステークホルダー（利害関係者、当事者）との間の合意形成のあり方を検討し、合意システムを確立すること。
以上
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